
参政権保障委員会とは？
「選挙活動における要約筆記通訳の認定を求める運動」を行い、実質的な最終目標として、選挙活動において手話通訳と同様に要約筆記通訳も認めていただけるよう、公職選挙法の改正の実現にあります。

塩尻市においては、昨年の８月の県知事選、９月には塩尻市長選があり、候補者の合同個人演説会が開催されました。当然、聞こえない皆さんと一緒に演説会に参加するつもりで準備を進めていたところ、選挙活動においては、要約筆記通訳は認定されていないことなどがわかりました。

では、手話の分からない、人生の途中で聞こえなくなった方々は、どうやって候補者の声をつかむのでしょうか？ 人権が侵されている、と話し合いました。
　塩尻の聴覚障害の方と一緒に、また県内各地の関係する皆さんのご支援もいただき、昨年１２月、塩尻市議会に公職選挙法の改正を求めた請願書を提出しました。全会一致で採択され、塩尻市議会から国と関係省庁へ意見書が提出されました。

塩尻の運動を通して、各地の聴覚障害の皆さんが「自分で声を届けたい」と立ち上がられました。
現参政権保障委員会委員長の浜さんは、その中のお一人で、今年２月の長野県議会に、それから3月の地方議会では、ご自分の住む諏訪市とその周り６市町村に住む聴覚障害者に働きかけられ、７つ全部の議会から国に意見書が提出される、という結果となりました。

　3月地方議会後、要約筆記の利用者である長野県中途失聴・難聴者協会と、主には手話通訳の利用者であるろうあ者の団体、長野県聴覚障害者協会から、「自分たちも団体として一緒に運動に関わりたい」とのうれしい提案があり、3月30日、通訳者の有志も交えての『参政権保障委員会』が発足することになりました。

　この中途失聴・難聴者とろうあ者の団体が、一緒になって人権運動に取り組むという動きは、多分
全国初ではないかと思われる、たいへん意義の深い、すばらしい連携となりました。

　そして、今日までに、県議会、1５市議会３町村議会に請願書または陳情書の提出を行ってきました。

このほとんどの議会で議員さんとの懇談会を開催することができ、また、請願採択後も各市町村で聴覚障害の皆さんと行政との懇談も提案していただいております。

全ての議会からの結論が出そろったところで、今度は国会への働きかけに運動をつなげる予定です。
国会議員の皆様に、長野県の6月までの動きをお知らせして、強力なご支援をお願いしていく予定でおります。

　関係する中途失聴・難聴者の全国団体や要約筆記者の全国団体にも働きかけを行っておりましたが、５／２０には、全国団体からも総務大臣宛に要望書が提出されました。内容の一部をご紹介します。
　「私たちが選挙権を行使するには政見放送に字幕が必要です。街頭演説や立ち会い演説会で要約筆記が必要です。長野県塩尻市で屋内演説会で要約筆記を認める決議がだされていますが、これを国や県レベルで実施するよう、求める必要があります。今国会で取り上げてもらうために、衆議院、参議院の総務委員会の議員に陳情書を渡したいと思います。」ということです。
　高齢社会になり、聞こえに不自由を感じられる方々は、ますます増えてくるものと予想できます。
選挙時であっても、誰もが差別なく情報を保障され、積極的に参政権を保障することで社会参加が促進されることを大きな目標にしております。
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